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平成３０年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置等 

                                                  

                                       

【指摘事項】（令和元年 12月時点）  

指摘事項 対応内容 措置 

状況 

所管局 対応 

年度 

第 2 監査の結果及び意見 

2  個人給付型扶助費 

2.1 生活保護扶助費 

2.1.4 支給に至るまでの事務 

判断能力確認と代筆対応 

本人の判断能力や代筆権限を確認する資料に不足があるケースが

見受けられるため，挙証資料の完備が必要である。世帯主である被

保護者が当該世帯の被保護者全員について一括して署名すればよい

と解されるとしても，世帯主である被保護者本人の判断能力につい

て本人の発言や本人の心身の状況などの確認を行わずに代筆を認め

ることは申請保護の原則（第 7 条）に反する。本人の判断能力の低

下により本人が自ら申請を行うことが困難である場合には，申請保

護の原則の明確な例外である職権保護（第 25 条）を検討すべきであ

る。 

（報告書 49 ページ） 

本人が自ら申請を行うことが困難である場合には，

職権保護を検討するよう，令和元年５月 15 日開催の

区・支所生活福祉課長会において周知し，徹底を図っ

た。 

措置済 

 

保健福祉局 令和元

年度 

第 2 監査の結果及び意見 

2  個人給付型扶助費 

2.1 生活保護扶助費 

2.1.4 支給に至るまでの事務 

過去に支払済の保険料への一時扶助 

京都市が保護する１年も前に，京都市の指導に反して転居した際

に支出した火災保険料に対して一時扶助を支出する対応が適切な事

務とは考えられない。厳正な取扱いに留意されたい。 

（報告書 50 ページ） 

今後，厳正な取扱いに留意するよう，令和元年５月

15 日開催の区・支所生活福祉課長会において周知し，

徹底を図った。 

措置済 保健福祉局 令和元

年度 

第 2 監査の結果及び意見 

2  個人給付型扶助費 

2.1 生活保護扶助費 

2.1.12 保護費の返還及び徴収 

臨時収入の収入未済額への充当努力 

多額の収入未済額がある保護受給者において，生活保護を受給し

ていた期間に対応する税金還付など臨時の収入があり保護停止とな

る場合，停止期間中も返済能力を十分に検討した上で返済の申出書

を入手するなど納入指導を行い，収入未済額への充当に努めるべき

である。 

（報告書 93 ページ） 

返還徴収金の債務がある受給者が保護停止となる

場合，停止期間中も状況に応じて納入指導を行うよ

う，令和元年５月 15 日開催の区・支所生活福祉課長

会において周知し，徹底を図った。 

措置済 保健福祉局 令和元

年度 

第 2 監査の結果及び意見 

2  個人給付型扶助費 

2.1 生活保護扶助費 

2.1.14 金銭等の管理 

10 年以上調査が進んでいない遺留金品への対応 

複雑な法的問題が原因で，長期間調査が進んでいない遺留金品が

ある。「生活保護遺留金品取扱要領」，保健福祉局生活福祉部長の

各区役所（支所）保健福祉センター長宛て「被保護者の遺留金品の

処理について(通知）」にしたがって処分を進めるか，法律事務所等

に委託して処理すべきである。 

（報告書 104ページ） 

遺留金品の保管が長期に及んでいるものについて

は，個別に原因を確認し，要領に沿った処理を進めて

いくとともに，複雑な法的問題が原因となっているも

のについては，弁護士による法律相談を活用するなど

により原因の解消に努め，処理を進めるよう，令和元

年５月 15 日開催の区・支所生活福祉課長会において

周知し，徹底を図った。 

措置済 保健福祉局 令和元

年度 
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第 2 監査の結果及び意見 

2  個人給付型扶助費 

2.4 児童扶養手当給付費 

2.4.6 給付実務の検討 

債権管理の徹底 

債権管理台帳の整備以後，１年以上も記載がないサンプルが見受

けられた。担当課からの回答によれば，平成 28～29年度は債権回収

事務が網羅的に実施されておらず，記録すべき事項が無かったとい

うことだが，当然ながらそれでは債権を放置しているだけであり管

理していることにはならない。債権管理を徹底し，管理台帳へ経過

を記録すべきである。 

（報告書 137ページ） 

平成 30 年度に，債権に関する一覧表（債務者，金

額，残債，分納誓約，収納状況等）を新たに整備した。

また，当初納期限が平成 30 年９月末以降の債権のう

ち，期限内に償還が確認できない債権について，納期

限後 30 日以内の督促を行うとともに，平成 30 年 12

月及び平成 31 年３月には，滞納金が生じている債務

者全員を対象とした一斉催告を実施するなど，徹底し

た債権管理を行っている。 

令和元年度以降についても，納期限後 30 日以内の

督促及び年３回（７月，11 月，３月）の一斉催告を

引き続き実施し，定期的かつ網羅的な債権回収に取り

組み，その経過について，随時債権管理台帳への記録

を行っていく。 

措置済 子ども若者

はぐくみ局 

令和元

年度 

第 2 監査の結果及び意見 

2  個人給付型扶助費 

2.5 小・中学校就学援助費 

2.5.5 支給事務 

学校から教育委員会への実績報告書における誤り 

修学旅行中の昼食代が修学旅行費と給食費で二重払いとなってい

る事例があった。修学旅行中の昼食の請求の扱いについては学校ご

とで認識度合が異なるようにも見受けられたため，昼食代が二重請

求とならないように実績報告書に記入欄を設けるなどして，教育委

員会においてもチェックをすることを検討されたい。 

（報告書 153ページ） 

宿泊を伴う校外活動及び修学旅行の食事代に給食

費を充当しているか確認するため，令和元年度から食

事代と給食費が二重交付にならないように「給食費充

当分」の欄を追加し様式を変更した。食事代に給食費

の充当がない場合も，学校は「給食費充当分」の欄に

は「０円」を記載することとし，教育委員会において

も，充当の有無を確認している。 

措置済 教育委員会

事務局 

令和元

年度 

第 2 監査の結果及び意見 

3  医療費減免型扶助費 

3.1 生活保護扶助費（医療扶助） 

3.1.5 モニタリングの状況 

受診状況把握対象からの除外 

京都市は頻回受診の検討において，前年度に嘱託医・主治医照会

をかけた者を受診状 況把握対象者から除外しているが，厚生労働

省の適正受診指導要綱が定める受診状況把握対象者にはそのような

取扱いはない。除外の対応は適切でないため改めるべきである。 

（報告書 177ページ） 

令和元年度から，厚生労働省の適正受診指導要綱が

定める受診状況把握対象者の定義自体が「３箇月連月

各１５日以上受診」から「単月１５日以上かつ３箇月

合計４０日以上受診」に変更されたため，この変更と

合わせて，今年度実施分（４～６月レセプトが本市に

到着する令和元年８月以降）から除外の取扱いを改

め，対象者を抽出することとした。 

その旨を，令和元年５月 15 日開催の区・支所生活

福祉課長会において周知し，徹底を図った。 

措置済 保健福祉局 令和元

年度 

第 2 監査の結果及び意見 

4  施設運営型扶助費 

4.7 障害児施設給付費 

4.7.6 モニタリングの状況 

実地指導の実施不足 

放課後等デイサービスの事業所に対する実地指導を，厚生労働省

の部長通知や事務連絡 で要請されている頻度で実施できていない

のは問題とせざるを得ない。所管課は他事業の事業所への指導監査

も含め可能な限り事業所に赴いているが，人員に限りがあるため放

課後等デイサービスへの実地指導数を十分には実施できていない。 

このため所管課人員の絶対数を抜本的に見直すべきである。国が

要請する頻度での実地指導を実施できるだけの人員が配置されない

のであれば，必要な環境整備を行った上で，実地指導を補助しうる

外部委託も検討するなど，人員配置を含めあらゆる方策を検討する

べきである。 

（報告書 281ページ） 

急増する放課後等デイサービス事業所等の適切な

運営の確保や事業の質の向上を図るため，平成 31 年

４月から，放課後等デイサービス事業所を含む児童福

祉施設・事業所の監査を担当する職員を２名（担当係

長１名，係員１名）増員し，監査の実施体制を強化し

た。 

体制強化により，令和元年度においては，現在の事

業所数に対する必要な実地指導数を確保できる予定

である。ただし，今後，事業所が急増する場合や，突

発的な案件の対応状況によっては，必要な実地指導数

の確保が困難となる可能性があるため，引き続き状況

を踏まえて必要な体制を検討する。 

措置済 子ども若者

はぐくみ局 

令和元

年度 
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第 2 監査の結果及び意見 

5  市単独事業扶助費 

5.1 学童う歯対策事業 

5.1.6 事業の有効性分析 

学童う歯対策事業の見直し検討の迅速化 

学童う歯対策事業は平成 24 年度の包括外部監査，平成 26 年度の

事務事業評価委員会，平成 28 年度の包括外部監査で事業の必要性等

を見直す必要があると指摘されてきたが，現時点では子ども医療費

支給制度と併せ子ども若者はぐくみ局に移管されたのみで，事業自

体は何ら変更なく継続されている。措置状況としては検討中とのこ

とであるが，検討に６年も要している状況は検討スピードが不十分

と言わざるを得ない。 

子ども若者はぐくみ局が設置された趣旨は，京都市が子どもや青

少年等に関する施策を 融合し，少子化対策，子どもや子育てに関

する支援・対策を総合的かつ積極的に推進するためである。子ども

を対象とした他の医療制度とも併せた総合的な検討が必要であると

思われるため，早急に検討を完了されたい。 

（報告書 293ページ） 

学童う歯対策事業については，平成 29 年度から，

子どもに係る医療費助成等と併せて，子ども若者はぐ

くみ局に業務が移管された。 

子ども医療費助成制度については，令和元年度９月

診療分から，通院医療費の自己負担額上限を引き下げ

る制度改正を行った。 

子ども医療費助成制度の制度改正を踏まえ，学童う

歯対策事業も含めた事業効果について，令和元年度に

以下のとおり検証を行った。 

平成 30 年度の小学生う歯罹患率については，本市

は政令市の中で５番目に低い結果となっている。小学

生のう歯罹患率が低い政令市５市（本市を除く）では，

子ども医療費支給制度における助成額が一人当たり

平均約３万円であるのに対し，子ども医療費支給制度

に加えて学童う歯対策事業を実施している本市にお

いては，一人当たり平均約１万７千円である。 

このことから，う歯の処置に対する助成に特化して

施策を講じることで，効果的にう歯の罹患率低下に貢

献していると考える。  

したがって，本事業については，現時点では大きな

見直しの必要がないものと考えている。今後とも，子

ども医療費支給制度と学童う歯対策事業を併せた同

様の検証について，継続的に行っていく。 

なお，子ども医療費支給制度については多くの自治

体で一部負担金を導入しており，学童う歯対策事業に

おける一部負担金導入については，今後とも検討を行

っていく。 

措置済 子ども若者

はぐくみ局 

令和元

年度 

 

 

 


